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アメリカ社会責任会計の動向
-1980年代を中心として—
松尾車正
1. 問題提起
アメリカにおける社会責任会計は1960年代に端を発し， 1970年代中葉には
実践的にも理論的にも大変な高潮を示した。そうした社会責任会計高潮の背
後には，空気，水などの公共財に対する社会会計貴任意識の高まりがある。
Abbott & Monsenは， こうした社会会計責任意識を高めた要因として，
二つの源泉から生じる開示圧力が存在するのをみてきた。一つは一般大衆で
あり，他の一つは政府規制主体である (Abbott& Monsen, 1979, pp. 509-510)。
彼等が引用している調査によれば，一般大衆が企業活動に寄せる信任は，
1960年代に51%に下落し， 1970年代には35%に下落した。彼等が言うには，
一般の姿勢のこうした変化は，企業が合法的な方法を通じて社会におけるそ
の特定の役割を果たしていない，と多くの人々が受け止めていることから生
じている。一般大衆に底流している多くの企業行動に対するこうした批判に
対応して，他方では政府規制が加えられることになる。 Abbott& Monsen 
によれば，一般大衆や政府によるそうした圧力を中和するために，企業は社
会責任活動を開示する。
また他方では，会社社会責任開示は，より収益性のある活動を求めた企業
活動の全職能に跨る特定の管理様式を示していると， Bowman& Haireは
主張してきた (Bowman& Haire, 1975, p. 57)。この意味で，会社社会責任活
動情報開示はダイナミックで多元的な環境を扱う適合力のある管理アプロー
チを反映しうる。そこでは経営管理者は社会のニーズに応えるように設計さ
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れた種々の計画に着手することによって，自らを社会の圧力に対処させよう
とするだろう。それ故，これらの計画を開示して，今日の社会環境で生き残
るのに必要な長期の戦略的計画に経営者が取り組んでいることを立証するこ
とが可能になる。
Holmesは，彼の初期調査サンプル192社 (Holmes,1977)のうち75社を含
む追跡調査研究を行って，社会的意味を持つ意志決定に際して使われた組織
対応を影響評価した。初期調査では， 31%が恒久的部門を選択し， 25%は他
のアプローチもしくは結合的アプローチを使い， 23%は個別の担当役員を採
用し， 16%は恒久的委員会を選び， 5%は一時的対策組織を利用した。こう
した対応は，業種によって異なり，また資産及び従業員数を基準とした規模
によっても異なる。 75社の追跡調査では，正規の部門の採用に増加傾向があ
ると同時に，個別の担当役員の採用を取りやめる傾向があった。こうした調
査が示唆しているのは，より一層公式化された方法で社会的感度を組織構造
に組み込もうとする試みが会社にある， ということである (Holmes, 1978, 
pp. 52-53)。社会的責任に対する企業の積極的な対応姿勢は，下記のように
年次報告書上の開示動向にも鮮明に現れ， 1971年には社会責任開示会社は51
％であったのが， 1975年には86%に達している。
表1 1971-1975年フォーチュン500社社会責任開示の推移
分 類
1971年 1 1パ972年ーI197セ3年 I ン1974年ト I 1975年
社会責任開示会社 51.4 58.1 60.1 69.6 85.7 
社会責任非開示会社 48.6 41.9 39.9 30.4 14.3 
100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
年度別有効件数（会社数） (465) (496) (496) (497) (496) 
（出所） Abbott and Monsen, 1979, p. 509. 
社会的責任に対するこうした対応を企業に促した主要な要因として，次の
四つがある (Epstein,Flamholtz and McDonough, 1976, p. 24)。
(1) 企業は利益獲得以外の責任を有するということの認識
アメリカ社会責任会計の動向（桧尾）
(2) 生活水準の上昇と公共の圧力の増大
(3) 政府の千渉に寄せる関心
(4) 社会における制度としての企業の生き残りに寄せる関心
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企業における実践的な社会責任活動に呼応して，理論的にもいくつかのモ
デルが提案された。代表的なモデルとして，次のものがある。
(1) Bauer= Fenn「社会目標達成過程監査 (processaudit)」
次の四つのプロセスを通して，会社社会目標の影響の事前的評価と，その
目標の価値の測定を目的としている。これらのステップは，会社が自己の社
会目標を体系的に評価するのを助ける (Bauer& Fenn, Jr., 1972, p. 47)。
(a) 各社会プログラムが実行される状況の評価。
(b) 社会プログラム目標の詳細な説明。
(c) プログラムの背後にある理論的根拠の特定化。
(d) 理論的になされるぺきことに対するものとして，現在実行されている
事柄の（可能ならば数量による）説明。
(2) Linowes「社会一経済活動報告書 (Socio-EconomicOperating Statement)」
このシステムは，社会領域と社会プログラムに経済的・財務的測定を適用
する。社会一経済活動報告書には，従業員，環境，消費者，及ぴ地域社会に
利益を賣す社会プログラムを会社が自主的に実行する支出を含んでいる。そ
こでは便益と損耗が，次の三つの領域の各々で分類して説明される：人々と
の関係，環境との関係，及び製品との関係。それぞれの項目はドル金額で測
定され，総計に至るように集計される (Linowes,1973, pp. 38-40)。
(3) Apt「社会一財務貸借対照表及び損益計算書(Socialand Financial Balance 
Sheet and Income Statement)」
Apt社は貸借対照表／損益計算書様式で， 会社とその構成員（従業員，顧
客，地域社会及び一般大衆）との関係のすべてを提示しようと試みている。
Apt社は，費用と便益を同社が負担する原価もしくは市場価値等価額もし
くは機会原価で表硯することによって，費用・便益を貨幣単位で表硯した。
1973年次報告書で，貸借対照表／損益計算書における社会計算書と財務計算
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書を統合した新様式を採り入れた。さらに，社会的投資に対する財務的利回
りを見積っている。社会的投資に対する財務的利回りは，投資意志決定のた
めに用いられる投資利回法を手本としている。社会投資財務利回りに意味
があるのは， Apt社が会社の財務業績は財務的投資並びに社会的投資の両
者の結果であると信じているからである。かくして，社会投資利回りの計算
は，全般的投資利回りを最大化するに際する政策的手引として用いるのに，
新しい業績測度を提供している (AptAssociates, 1976, pp. 35-41)。
(4) Estes「社会的インパクト報告書 (SocialImpact Statement)」
同報告書では，企業から社会が受けた製品・サービス提供の額，従業員が
支払いを受けた報酬，国・自治体が受けた納税額，環境改善のための支払額
等の社会的便益と，社会が企業に提供した財・サービス等の社会的費用が社
(1) 
会の観点から示されている (Estes,1976, pp. 96-101)。
1960年から1970年代前半を彩る会社社会責任会計に関するこうした研究の
特徴は，それらが規範的アプローチで展開されていたことである。 1970年代
後半以降，とりわけ1980年代はこれとは対照的な方向を辿っている。一方で
はそうした規範的アプローチの反省を目的として，他方では1970年代後半に
おける充実した会社社会責任開示事例をもとにして，経験的・実証的に会社
社会責任開示を研究する傾向が著しく高い。
本稿の目的は， 1980年代のアメリカにおける会社社会責任会計のいくつか
の代表的な研究をレビューして，その動向を明らかにすることである。
2. 会社社会責任の定義と範囲
Epstein= Flamholtz = McDonoughは，社会会計を組織が社会に及ぽす
社会的・経済的影響の識別，測定，監視及ぴ報告と定義したが (Epstein,
Flamholtz & McDonough, 1976, p. 24), 会社社会責任とは，まさに，そうした
企業活動が社会に及ぼすインパクトを報告する責任をいう。その具体的な内
(1) Estesの「社会的インパクト報告書」ついては，山上 (1986年） 48-50頁を参照
されたい。
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容については， NAA会社社会業績会計委員会による次の分類が参考になる
(NAA, Committee on Accounting for Corporate Social Performance, 1974)。
(1) 地域との係わり：主として一般大衆にとって有為な社会的に方向付けら
れた活動。これには一般会社の慈善行為，住宅建築と資金提供，保険サー
ビス，従業員間のボランティア活動，食料供給計画，地域計画と改善があ
る。
(2) 人的資源：従業員の厚生の改善に向けられる活動。これには従業員実践
・教育計画，作業内容の充実，作業環境，昇進方針，及び従業員給付・手
当がある。
(3) 自然資源と環境改善：環境悪化（公害）の綬和ないしは予防に向けられ
る活動。これには大気，水質，騒音のような領域における法への遵守及ぴ
それ以上の改善を含んでいる。希少資源の保存と固形排出物の処理もこれ
に含まれる。
(4) 製品ないしはサービスの安全性：会社の製品あるいはサービスが社会に
及ぽす影響に槻係した活動。これには消費者運動，製品の質，梱包，広告，
保証約款及び製品の安全性がある。
企業によるこれらの社会活動は，市場条件を反映する交換取引を伴わない
ことが多く，その意味で，そうした活動は会社の製品ないしは市場との直接
的な繋がりを越えた外部構成員の要求，期待，需要を涸たそうとする組織の
社会業績活動といえる (Ullmann, 1985, p. 543)。
3. 1980年代におけるアメリカ社会責任会計の特徴
1980年代におけるアメリカ社会責任会計は，会社の社会業績，社会開示，
及び経済業績の間の関係に焦点を当てた実証研究を重視しているところに，
その特徴がある。しかし，それらの変数は下記のごとく様々に定義されてい
る。
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(1) 変数とその定義
(a) 社会開示。
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（イ） Ernst and Ernst (1973)による年次報告書上の社会責任開示内容
分析。
（口） 年次報告書における文書行数。
（ハ） 年次報告書における開示の質。
（二） 年次報告書における開示の量。
(b) 社会業績
（イ） 財界人によるリーディングカンパニー45社の社会業績評価。
（口） Moskowitz (1972)の名声スケール。
（ハ） CEP (Council on Economic Priority)公害業績指数。
（二） 経営学専攻学生によるリーディングカンパニー 50社の社会業績評
価。
(c) 経済業績。
（イ） 投資利回率。
（口） 持分，資産，売上高，資本金のいずれかに対する利益率。
い） ー株当り利益。
（二） 利益。
（ホ） 株価利回率。
(2) 
(2) 研究成果
(a) 社会開示一社会業績：会社の社会開示の広さとその会社の社会業績と
の間の相関の可能性を検討。 7件の実証研究のうち， 4件は無相関を報
告し， 2件は正の相関を， 1件は負の相関を見い出した。
正： Abbott & Monsen (1979), Bowman & Haire (1975). 
負： Fry & Hock (1976). 
無： Freedman & Jaggi (1982), Ingram & Frazier (1980), Preston 
(1978), Wiseman (1982). 
(2) この研究成果レビューは Ullmann(1985)に基いている。
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(b) 社会業績ー経済業績： 13件の実証研究のうち， 9件は正の相関を見い
出し， 2件は無相閲を， 2件は負の相関を報告している。
正： Bowman & Haire (1975), Bragdon & Marlin (1972), Chen 
& Metcalf (1980), Cochran & Wood (1984), Kedia & Kuntz 
(1981), Moskowitz (1972), Parket & Eilbirt (1975), Spicer 
(1978a), Sturdivant & Ginter (1977). 
負： Spicer (1978b), Vance (1975). 
無： Alexander & Buchholz (1978), Folgler & Nutt (1975). 
(c) 社会開示ー経済業績： 11件の実証研究のうち， 7件は正の相襲を見い
出し， 1件は負の相関を，他は無相関を報告している。
正:Abbott & Monsen (1979), Anderson & Frankle (1980), 
Belkaoui (1976), Bowman (1978), Bowman & Haire (1975), 
Fry & Hock (1976), Preston (1978), 
負： Shane & Spicer (1983). 
無： Freedman & Jaggi (1982), Ingram (1978). 
こうした変数定義の多様性から，研究成果も種々異なることになるが，そ
れにも増してこれらのアプローチが抱える重大な問題は，統一的な概念的フ
レームワークが欠如していることである。 Ullmannは， 米国企業を対象と
したこうした社会開示，社会業績，及び経済業績の間の諸関係の研究成果を
ィンコンシステントであるとして，その主たる理由を，①理論の欠如，③基
本となる用語の定義の不十分さ，及び⑧現在利用できる経験的なデータベー
スの不備に求めている (Ullmann,1985, p. 540)。
さて，以下では1980年代における社会責任会計の実証的研究に影響を及ぽ
した代表的な研究をレビューすることにしよう。そのことによって，Ullmann
が指摘している問題を克服する手掛かりに示唆が与えられることが期待され
うる。
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4. 代表的な実証研究
(1) Abbott & Monsen研究
Abbott & Monsenは， Ernst& Ernstによるフォーチュン誌掲載 500
社の年次報告書の内容分析に基づいて，会社社会関連開示尺度を開発するこ
とを目的としている。内容分析の結果，年次報告書に開示されている社会責
任活動を次の範疇に分類している。
(a) 環境：公害制御，製品改善，環境修復，資源再生，その他。
(b) 雇用機会均等：少数民族の雇用と昇進，女性の雇用と昇進。
(c) 従業員：健康• 安全・教育，カウンセリング，退職従業員の再就職の
斡旋。
(d) 地域社会との係わり：地域活動，健康保険サービス，教育・芸術。
(e) 製品：質とその安全性。
(f) その他
1973年度及び74年度の年次報告書の調査をもとに，社会責任活動の開示状
表2 内容別社会責任活動開示割合
割 合
内 容
1973年 1 1974年 1 変差
環 境 37.0 I 50.4 13.4 
雇用機会均等 24.5 
［ 
32.2 7.7 
; 
従業員 20.2 29.4 9.2 
地域との係わり 21.1 25.5 4.4 
製品安全性 4.7 10.5 5.8 
況を表2のように示して
いる。そこでは，環境問題
が年次報告書上最も多く
開示され，また二期間比
較による期間増大傾向も
最も高いことがわかる。
Abbott & Monsenの
その他 9.5 8.3 -1.2 意図は，こうした社会責
任活動に関する情報の開示が収益性との間に何等かの関係があるかどうかを
調べることにある。 1964年から1974年の10年間に亘る平掏年次投資利回率で
測定した収益性と社会責任活動の開示状況との関連を示したのが，表3であ
る。同表に示されているとおり，対象会社450社全社に関する全般的傾向に
ついて，上記の六つの範疇に分類された社会責任活動のうち， 2項目以下し
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か開示していない低開示会社グループと 3項目以上を開示している高開示会
社グループとの間に，収益性の点で殆ど差はないが，従業員数30,000人以上
の規模の会社についてみると，低開示会社と高開示会社との間に収益性の点
で差が出ていた。言い換えると，一定規模以上の会社については，社会責任
活動の開示状況と収益性との間に相関があることを明らかにした。
表3 社会責任開示と収益性
平掏(1年次投資974利年回）率
変数とグループ 964~1 
平 均 I1開示会社
1 社会責任開示
合計 2.46 450 
低開示 (1973~74年開示項目数2以下） 2.32 214 
高開示 (1973~74年開示項目数3以上） 2.58 236 
差：高一低 0.26 
従業員数
低 (30,000人以下） 2.68 318 
高 (30,000人以上） 1. 91 132 
差：高一低 -0.77 
従業員数と社会責任開示
低従業員数 (30,000人以下）
低開示 2.65 174 
高開示 2.73 144 
差：高一低 -0.08 
高従業員数 (30,000人以上）
低開示 0.90 40 
高開示 2.35 92 
差：高一低 1.45 
(2) Ullmann研究
Ullmannは， 1970年代中葉から80年代前半までの実証的社会責任会計研
究成果がもつ質的な一般的曖昧さは，モデルが完全に特定化されていないこ
とにあることを示唆した。彼はそれらの実証研究成果のレビュー結果とし
て，そうした実証モデルには「戦略」要因が抜けていることを見出した。す
74(634) 第 35巻第 6 号
なわち，検討せねばならないのは，モデルに含めたときに，社会開示と社会
業績と経済業績の関係の性質の多様性を説明するのに役立ち，それ故に相関
と相関の方向が期待されるある状況を予測するのを可能にする要因が見落さ
れていないかどうかであるとして，この見落とし要因を彼は「戦略」に求め
ているのである。
(3) 
戦略に関するいくつかの所説の検討に基いて， Ullmannは組織が求める
資源を制御する力をもつ利害関係者と最適な関係を達成するに際する組織行
動の選択性を「戦略」と定義し，そうした戦略を変数としてモデルに組み込
むことを主張して，次の三次元モデルを提示している。
第一次元は利害関係者のパワーである。たとえば，利害関係者が組織にと
って決定的に重要な資源を制御しているとき，会社はおそらく利害関係者の
要求を満たす方法で応えるであろうから，利害関係者のパワーは社会業績と
正の相関を持つ傾向がある。逆に，もし利害関係者のパワーが低いならば，
彼等の要求は組織の執行部によって無視される傾向がある。
第二次元は，組織の中心となる意志決定者が社会的需要にどのように対応
するのかを説明する戦略的姿勢である。能動的な戦略的姿勢は，最適相互依
存水準を達成するために，経営者が彼等の組織と重要な利害関係者との関係
に影響を及ぽそうと努める立場を意味している。他方，受動的な姿勢を示す
会社は，利害開係者を絶え間なくモニクーする活動にも，社会責任プログラ
ムのクイプとクイミングを条件とした最適利害関係者戦略の慎重な探求にも
係わっているわけではない。
第三次元として，会社の過去並ぴに現在の経済業績は，二つの方向で重要
である。第一に，経済業績は社会的需要の相対的重みを決定すると同時に，
その社会的需要がトップ意志決定者から受ける注目度をも決定する。低収益
期や高債務状況では，経済業績が社会的需要に優先するであろう。第二に，
経済業績は社会的需要に関連したプログラムをコストを費やして実行する財
(3) Ullmannは Thompson(1967), Bowman and Haire (1975)及ぴ Pfeffer
and Salancik (1978)の戦略論を検討している。
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務的能力に影響する。
このコンテクストに照らして，社会業績と社会開示は，これら三つの次元
の相互依存関係を管理する手段となる。三つの次元の輪郭に依存して，利害
関係者との関係を管理するために，会社は社会業績を使うか，社会開示を使
うか，もしくはそれら両技法を同時に使うだろう。三つの次元とその結果と
しての二つのプログラムは，次の八つの状況に纏められうる。
状況利害関係者戦略的姿勢経済業績 戦 略
,,{ワー
1 高 能動的 良 高社会業績
高社会開示（強制・自主共）
2 高 能動的 貧 高社会業績
社会開示：強制的事項高開示
自主的事項低開示
3 低 能動的 良 低社会業績
社会開示：強制的事項高開示
自主的事項低開示
4 低 能動的 貧 低社会業績
低社会開示（強制・自主共）
5 高 受動的 良 高社会業績
社会開示：強制的事項不明瞭，
自主的事項低開示
6 高 受動的 貧 社会業績：不明瞭
社会開示：強制的事項不明瞭，
自主的事項低開示
7 低 受動的 良 低社会業績
低社会開示（強制・自主共）
8 低 受動的 貧 低社会業績
低社会開示（強制・自主共）
状況1と8は，調査した三つのすべての関係について正の相関を指摘して
いる。利害関係者パワーが高（低） ＜，経済業績が良（貧）で，重要意志決
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定者が能動的（受動的）姿勢に同意するとき，社会業績水準及び社会開示水
準共高（低）い戦略が期待されるであろう。
状況1では，経営者の目的は，効率性領域 (effectivenessspectrum)全般
にわたる経営上の卓越性を誇示し宣伝することである。この道理は，一方で
は，良好な経済業績と法的に要求され，あるいは慣行的に期待されている社
会業績水準を超えている社会活動に，他方では，これらのプログラムの広範
な開示に自明である。こうした状況では，投資家が社会業績に負のプレミア
ムを置く経営者の心配は最小である。
状況2では，会社は，再度，拝l対的に高水準の社会業績と社会開示を示し
ているが，理由は異なる。高い利害関係者パワーが高水準の社会業績を説明
している。高水準の社会開示は，法的に強制された事項にのみ関係してい
る。この行動の背後にある道理は，能動的な戦略姿勢が，芳しくない経済状
況と結合して，（過度の）社会規制の財務的インパクトを広範に報告すること
によって，乏しい経済業績を合理化しようと試みる情報戦略に導くというこ
とである。
状況5と6では，明白な相関は何も期待されない。受身の戦略姿勢は，一
般に，低水準の社会開示を賣すと仮定されている。というのは，会社は開示
の戦略的潜在性を認識しておらず，それ故法的に要求されている最低限度を
報告する傾向があるからである。利害関係者パワーが高いにもかかわらず，
受身の戦略姿勢を示す会社は，低水準の社会業績を選ぶか，あるいはそうし
たプログラムを遅らせることがある。状況6では，この戦略が乏しい経済業
績によって補強されている。
このようにして「戦略」を導入することによって，社会業績，社会開示，
及び経済業績の関係を整合的に説明しうる統一的理論モデルを提示しようと
するのが Ullmannの主張である。それは社会責任会計の実証的研究に一つ
の方向を示唆した点で，高く評価されうる。
(3) Cowen= Ferreri= Parker研究
(a) 研究方法
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Cowen= Ferreri= Parkerは年次報告書を使って，次のような，四つの独
立変数が七つの領域の各々の開示の数に及ぼすインパクトを検討している。
独立変数：規模，業種，収益性，社会責任委員会の存在。
領域：環境エネルギー，公正企業行動（少数民族及び女性に力点を置い
た雇用機会均等政策），人的資源，地域との係わり， 製品安全性，
及びその他の開示（会社社会目標，会社社会責任に関する授賞及び会
社社会責任活動に関して追加的に公表された文書の利用可能性について
の一般的開示に関する名声）。
使用データ源：フォーチュン誌掲載500社の年次報告書に掲載されて
いる会社社会責任開示についての Ernst& Whinney 
1978年調査
対象業種：食料品，繊維，パルプ・紙，化学，石油精製，ガラス・土
石製品，非鉄・金属，電気機器，科学写真。
業種選定理由：（イ）社会プログラムに寄せる一般大衆の関心は，大衆市
場で販売する会社が行う多数の社会責任開示に反映
されるだろうとの仮設を検証すること。
（口）バラエティのある業種選定は，社会責任開示に対す
る政府圧力の差異が業種間の開示パターンの差異を
導きうるだろう，との仮設を検証すること。
分析手法：重回帰分析
(b) 結果の分析
最も重要な分析結果は次の二点である。①四つの独立変数で説明されうる
のは，上記領域の全開示タイプのうち， 28%である。⑨会社の規模が最も重
要な説明変数である。開示のランクとその合計数は負の相閲を有している。
フォーチュンによるランクは会社の規模が拡大するにつれて小さな値になる
ために，会社の規模が大きければ大きいほど社会責任開示の数が培える傾向
にあることを本研究は指摘している。次の最も重要な独立変数は，化学業界
である。相襲は正なので，化学会社は相対的に多くの開示を行う傾向がある
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ことを示している。
七領域各々のクイプの開示の数に四つの独立変数が及ぽす影響を回帰分析
したところ，規模が最も重要な独立変数であることが判明した。しかし，独
立変数が開示の数の変化を説明する能力は，開示のクイプの遮いによって相
当異なる。開示のこうした差異は，独立変数（規模，業種，収益性，社会責任委
員会の存在）の説明力は社会責任報告のタイプの相逮によってインパクトを
うけることを立証している。このことは社会責任開示全体を一纏めにして論
じることが，会社による処理上のいくつかの非常に重要な差異を偽装させる
ことを意味しているように思える。
種々のクイプの社会責任開示と関連している最も重要な独立変数は会社の
規模であるけれども，とりわけ興味深いのは，会社社会責任委員会の存在が
人的資源開示と関係している点である。このことは，従業員の安全，健康及
ぴ教育を含むそうした開示が，社会責任委員会の主要な関心事であることを
示唆している。会社が属する業種は，エネルギー，環境及び地域との係わり
に関する開示と相関関係を有しているように思える。こうした分析に基い
て，社会責任開示は消費者及び政府の関心と一般大衆の目から見た会社イメ
ージに対する答えを反映していると推測することも可能である。
Cowen= Ferreri= Parkerの研究は，規模が社会責任開示を説明する最も
重要な変数であることを改めて確謁したこと，及ぴ業種によって開示パター
ンに差異があることを明確にした点に特徴がある。それにも増して，彼らの
研究に価値があるのは，社会責任委員会の存在が社会責任開示と密接に関係
していることを明らかにしたことである。
(4) Belkaoui & Karpik研究
Belkaoui & Karpikは，社会開示，社会業績，及び経済業績間の関係に
関する実証研究結果の多様性が，そうした関係を単一の概念的枠組みのなか
で分析するのを怠ったことに起因しているとして，近年の実証的会計理論の
アプローチを駆使して，社会責任情報を開示する会社意志決定の実証モデル
を社会業績と経済業績の両者の観点から展開し，経験的にテストしている。
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一般的概念枠組みとして， Holthausen& Leftwich研究に依拠している。
Holthausen & Leftwichは選択可能な会計方法から経営者が行う選択に与
える動機を調査するモデルは，会計技法の選択を契約・モニタリングコスト
と政治的影響に晒され易さ (politicalvisibility)に繋ごうと試みるとの論理
のもとに，一般に，契約・モニタリングコストの上昇に直面している会社
は，報告利益を増大させる会計方法を選択する傾向があり，政治的影響に晒
され易い会社は，利益を引き下げる会計方法を選択する傾向がある，との仮
説を設定した (Holthausen& Lefwich, 1983, p. 95)。
社会業績目標の達成には，特別の重要な支出を必要とする。そうした支出は
純利益を減少させる。社会的な事業の遂行は，当期の期間報告利益に重要な
影響を及ぽす可能性があると同時に，契約上の取り決めによって制約されて
いる基本的な財務変数にも影響を及ぼしうる。そこで， Belkaoui& Karpik 
は社会情報を開示する意志決定は，社会事業遂行支出の結果として，報告純
益の減少を伴うことを所与とすれば，契約・モニタリングコストが安く，政
治的影響に晒され易い会社が，社会情報を開示する傾向がある，との仮説を
設定する。さらに，彼等は，社会情報の開示意志決定は社会業績，経済業
績，及び政治的影唇に晒され易さに正に相関し，契約・モニタリングコスト
に負に相関する，との仮説を設定している。
(a) 社会業績
会社が資源支出を伴う社会的に責任ある活動に従事する場合，会社の狙い
は長期的には株主の利益になり得る重要な非市場影轡に対する感度の良さを
印象付けることにある (Abbottand Monsen, 1979, p. 506)。経営者は，普通，
こうした関心を株主，一般大衆に誇示したがる。実務上，年次報告書に社会
責任活動を開示する方法でこの関心は宣伝される。それ故，次の仮説が提示
される：
H。い会社が開示する社会情報は， その会社が利害開係者の期待を知覚し
た社会業績に比例する (H1)。
ここでは社会業績は， Businessand Society Reviewが産業界で活耀す
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る人々を対象に実施した調査を基礎に， リーディングカンパニー45社の社会
業績評価が使われている。
(b) 財務変数
負債契約に含まれている財務制限条項は，経営者が株主と債権者間に富を
移転する能力を抑制することを意図している。一般的な制限は，財務的てこ
（総資産に対する長期債務の割合）と支払率に対する制限（処分可能留保利益に対
する配当）を含んでいる。社会責任情報開示意志決定は社会業績のための支
出を伴い，そうした支出は利益を減少させる。それ故，次の仮説が提示され
る：
H。が社会情報を開示する会社は財務的てこの力が弱く (H心，処分可能留
保利益に対する配当の割合が低い (Hs)。
(o) 政治的影響に晒され易さ
政治的影響に晒され易い会社は，一般に，彼等が報告する会計変数を基礎
にして，利害関係者グループから批判される。そうした会社は彼等の報告利
益を削減し，晒され易い政治的影響の度合を変更ないしは削減する会計政策
を選択しようとする。一般に，規模が大きければ大きいほど，資本集約度が
高ければ高いほど，組織的な市場リスク（ペーク）が相対的に高ければ高いほ
ど，会社は政治的影響に晒され易い。社会責任情報開示意志決定は利益を削
減する社会業績支出を伴うことを前提とすれば，政治的影響に晒され易い会
社には，この種の開示に従事するインセンティプが存しうる。それ故，次の
仮説が提示される：
H。が社会情報を開示する会社は規模が大きく（出），資本集約率が高く
（氏），高いベータを有する傾向がある（出）。
(d) 経済業績
社会開示，社会業績，及ぴ経済業績間の関係は，会社を収益性が上がるよ
うにするのに必要とするのと同じ優れた技量を社会的感度についても経営者
に要求する，との見解で表硯するのが最適であるとして，社会開示と社会業
績の観点から社会的に責任のある会社は，投資収益率のような会計変数によ
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って測定される収益性及び株価収益のような市場変数によって測定される収
益性の点で，社会的責任が無いかもしくは薄い会社よりも優れているはずで
ある，との見解のもとに次の仮説を提示している：
H。4: 社会情報を開示する会社は， より大きい投資収益率 (H分とより大
きい株価収益 (Hs)を有する傾向がある。
もしこの仮説が棄却されるなら，社会的責任を遂行する会社は，そうした
行動によって負担する追加経費の故に競争上の不利益を被るであろうとの対
立する仮説に，より多くの信任が与えられる (Vance,1975)。
(e) 変数の定義
Belkaoui & Karpikは，社会業績，モニタリング・契約コスト，政治的影
響に晒され易さ，及び経済業績を測定する変数に照らして，社会責任情報開
示意志決定を説明しうるテスト可能なモデルの提案を目的として，従属変数
及び独立変数を次のように定義している。
（イ）社会責任情報開示決定の測定に使われる最も一般的な測度は，
Ernst and Ernstが実施した米国会社の社会責任開示の調査から引
き出される社会開示度に基づくものであるとの観点から，この Ernst
& Ernst社会開示度を社会責任プログラム度数の形式で，社会情報の
開示意志決定及び／もしくは開示範囲を表現する従属変数として使用
している。
（口） 社会業績を組織的効率として測定することの困難さは与えられたも
のとして，社会業績については，一般に， Business and Society 
Reviewが産業界で活躍する人々を対象に実施した調査に基づくリー
ディングカンパニー45社の社会業績名声指数に依存している。
（ハ） モニクリング・契約コスト変数は，財務的てこ及び処分可能留保利
益に対する配当を使っている。
（二） 政治的影響に対する晒され易さを代理する変数として，規模，資本
集約度，及び期待報醐との共分散によって測定される組織的リスクを
使い，それらを次のように測定している。
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(i) 規模＝純売上高；
(i) 資本集約度＝固定資産合計／売上高；
血組織的リスク =1970年ー74年の市場モデルから抽出されるペーク
係数。
（＊） 経済業績については，次のように定義される投資収益率と株価収益
で測定している。
(i) 会計上の投資収益率＝純利益／総資産；
(i) 株価収益=1970年ー1974年に亘る 5年間の株価差異。
(f) 研究結果
会社名声度として測定される社会業績，組織的市場リスク，負債合計／資
度合計として測定される財務的てこ，及ぴ純売上高で測定される規模に対す
る回帰係数が，有意水準0.10以下で有意である。言い換えると，社会責任情
報開示意志決定は，（会社名声度によって測定される）社会業績，（財務的てこによ
って測定される）モニクリング・契約コスト， 及び（純売上高及びペークによっ
て測定される）政治的影響に晒され易さと有意に相関している。
この結果は，社会責任会計に次のような基本的な問題と関心を提示してい
る。
第一に，社会開示と社会業績との有為な正の相関は，長期的に株主の利益
になりうる非市場的な重要な影響に対して豊かな感性を有しているとの印象
を形成しようとする試みにおいて，会社による社会的貢献が社会開示によっ
て速やかに資本化される，ということを示している。社会業績と社会開示と
の間に何等の相関も見い出し得ていない研究は，学生の評価に依存している
か，もしくは CEP公害業績指数に依存している。両指数とも社会業績それ
自身を測定せず，むしろ構成員とは考えられ得ない個人が恩識した社会業績，
あるいは全般的な効率を示さない公害制御記録に基づいている (Ullmann,
1985, p. 544)。
第二に，社会開示と規模及び組織的リスクで測定される政治的影響に晒さ
れ易さとの有意な正の相関は，経営者が報告利益と政治的コストを削減する
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会計手続きを選択する傾向を指摘している。こうした現象は，規模仮説とし
て知られている。この仮説は，大会社は小会社よりも政治的に敏感で，報告
利益を当期から次期以降に繰り延べる会計手続きを選択することに格別のイ
ンセンティプを有している，ことを仮定している (Watts& Zimmerman, 1986, 
p. 235)。本研究のコンテクストでは，規模仮説は，大会社であればあるほど，
経営者は報告利益を当期から次期以降に繰り延べる効果を持つ社会業績支出
を正当化する傾向がある，との意味で検証される。これは，会計手続きの選
択に際する規模仮説を支持する他の成果と一致している。
第三に，社会開示と財務的てことの有意な負の相関は，負債比率の低い会
社の経営者は報告利益を削減する会計手続きを選択する傾向があることを指
摘している。この現象は，負債比率仮説として知られている。この仮説は，負
債比率が高ければ高いほど，そうした会社の経営者は報告利益を次期以降か
ら当期に移す会計手続きを選択しようとする， ことを仮定している (Watts
& Zimmerman, 1986, p. 15)。これは，会計手続きの選択に際する負債比率仮
説を支持する他の成果と一致する。
以上の調査結果は次のような示唆を与えた，として結びに代えている。社
会業績が企業経営者によるランキングによって測定されるとき，社会責任情
報を開示する会社は，年次報告書に開示される社会責任情報の範疇の数に照
らして，①社会的感度を表に出すことに気付いている会社，③組織的リスク
が高く，財務的てこが低い会社，及び⑧規模が大きい会社である。
こうした Belkaoui& Karpik研究の価値は，会計政策に関する最近の実
証理論モデルを援用して，社会責任会計に関する諸変数間の開係を統一的に
説明したことにある。
5. 課題と展望
以上， 1980年代のアメリカにおける社会責任会計の動向を追ってきた。そ
こには，硯代アメリカ会計学の一般的接近法である実証的アプローチを，会
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社社会責任会計領域にも適用しようとする強い傾向が明白になる。
実証的アプローチを展開するには，説得力ある客観的データが用意されて
なければならないのはもとより，重要なのは，統一的な概念的フレームワー
クを不可欠とすることである。企業の社会的責任開示データに関する限り，
1970年代後半における企業社会責任活動の普及に伴って，内容的に相当な多
様性があるものの，量的にはかなりの充実をみた。社会責任会計を実証的に
展開するには，そうした社会責任開示が企業の社会責任活動の実態を反映し
た写像かどうかを明らかにする概念，及びその概念を定量的に測定するデー
タを必要とする。多くの実証研究は，そうした概念として「社会業績」を用
意し，その指標として「名声指数」を用いた。しかし，その名声指数の内容
にもかなりの広がりがあった。そのうえ，それらの実証研究が抱えていた重
要な問題として，概念的フレームワークを欠いていた。研究結果の多様性
は，こうした要因から生まれた。
本稿でレビューした実証研究は，こうした問題の改善に意義ある示唆を
提供している。 Abbott& Monsenは社会関連開示尺度の開発を試み，
Ullmannは「戦略」要因を組み込んだ統一的モデルを提案した。またCowen
=Ferreri= Parkerは社会責任委員会の存在が社会責任開示の重要な説明変
数であることを証明したし， Belkaoui & Karpikは近年の実証的会計理論
形成アプローチを駆使して，（会社名声度によって測定される）社会業績， （財務
的てこによって測定される）モニクリング・契約コスト， 及び（純売上高及びベ
ータによって測定される）政治的影署に晒され易さが社会責任情報開示意志決
定を説明する重要な変数であることを立証した。
近年における環境保全意識のグローバルな高まりのもとで，アメリカでも
環境規制が強化される方向にある。既に1970年代には，化学会社が多量の有
機塩素化合物の廃棄物を投棄処分し，多数の自然流産や内臓疾患者を出した
ラプ・カナル事件を契機として，スーパーファンド法が制定された。その結
果，同法に規定する曝境規制基準に遣反する者については，懲役刑が課せら
れることがあり，現実に刑に服している経営者もいる。また，米国礫境保護局
アメリカ社会責任会計の動向（松尾） (645)85 
(EPA)が浄化措置を講じた場合，同法に基づいて，責任当事者に対して浄
化費用を補償請求することもできる。企業の方でも，環境弁護士を採用して
これに対処している。
一方， SECは環境保護局と連携して情報の提供を求め，同局により環境
改善勧告を受けた企業に対しては環境情報の開示を強制する方針を固め，投
資家も企業の環境問題に対する取り組みに強い開心を示していることが報道
、 (4)
されている。
さらに昨年1990年10月下旬には，米上下両院本会議は77年以来13年ぶりに
大幅な改正を伴う大気浄化法案を可決し，昨年，輸出・現地生産を合わせ
て，米国で乗用車を260万台販売しているわが国自動車メーカーをして，既存
の排ガス対策技術では新法規制値達成が不可能なため，革新的技術開発を急
(5) 
務とするといわしめたほどの強化を図った。
こうした状況のもとで， 1990年代には環境問題を始めとして，企業の社会
責任活動に対する取り組みが1970年代にも増して盛んになることが予想され
(4) こうした報道は， 1990年10月27日に放映された NHK スペシャル「救え•かけ
がえのない地球」と1990年10月28日付および同年11月13日付日本経済新聞朝刊に
よってなされた。
(5) 新法の主な内容は次の通り。
都市スモッグ対策
自動車排ガス中の炭化水素排出量を35%,窒素酸化物を60彩削減が目標。 94年
型車から対策を導入し始め， 96年型車から全ての新車に適用。
酸性雨対策
発電所からの二酸化硫黄年間排出量を 2000年までに 1,000万トン削減。 95年初
までにそのうち半分の5百万トン削減を達成。
有毒化学物質
発ガン性のある有毒化学物質についても 189種を規制の対象とし，これらを排
出する化学工場などに2003年までに90彩の排出削減を義務付け。
オゾン層保護
フロン，四塩化炭素を90年代中に全廃， 2000年から使用を禁止。スプレーや断
熱剤へのフロンの使用を94年から禁止。
（日本経済新聞199峠三11月13日付朝刊から）
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る。こうした環境保全意識の高まりが従来と異なるのは，以前のように環境
を経済活動に対立する要因として把握するのではなく，両者の調和が念頭に
置かれている点である。経済協力開発機構 (OECD)では，躁境保全の推進に
役立つ二酸化炭素排出税の導入を始めとする環境政策と経済政策との統合を
提案しようとしている。
こうした状況に応えて，理論レベルでも，本稿でレビューした研究が示唆
しているいくつかの提案を取り入れた包括的なモデルの開発が，今後の課題
となろう。
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